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東北地方太平洋沖地震に係る現況届の事務処理に関する指導等について 
 
 

東北地方太平洋沖地震に係る被災被保険者を加入員等とする厚生年金基金（以下「厚年

基金」という。）の現況届の事務処理については、「東北地方太平洋沖地震に係る厚生年金

基金及び国民年金基金の事務処理に関する指導等について」（平成23年3月16日年企発0316

第1号）により通知しているところである。 

今般、「平成23年東北地方太平洋沖地震に際し災害救助法が適用された市町村の区域に

おける国民年金、厚生年金保険及び船員保険の年金受給権者又は受給者が届出等を提出すべ

き日を延長する件」（平成23年厚生労働省告示第95号。別添1参照。）及び「平成23年東北

地方太平洋沖地震に際し災害救助法が適用された市町村の区域における国民年金、厚生年金

保険及び船員保険の年金受給権者又は受給者が届書等を提出すべき日を延長する件の告示

について」（平成23年3月31日付年発0331第3号。別添2参照。）により下記の対象者の厚生

年金保険の現況届の提出期限が延長されることとなったところであり、貴管下の基金の指導

等に特段の御配慮を賜りたい。 
 

記 

 
１．対象者 
 

平成 23年東北地方太平洋沖地震に際し災害救助法（昭和 22年法律第 118号）が

適用された市町村の区域（東京都の区域を除く。）に平成 23年 3月 11日において住

所を有する受給権者又は受給者であってその誕生日が 3月 1日から 6月 30日までの

間にある者。 

 

２．延長後の提出期限 

 

平成 23年 7月 31日 



＜別添1＞





＜別添２＞




	②東北関東大震災通知（現況）
	「別添１」現況告示
	「別添２」現況届の機構への通知



